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いま，l 年に出願された特許の引用総数を cl，引用が記録されている特許出願数を pl，平均引用









































願特許を A，引用が記録される後願特許を B１・B２としよう。審査官が後願特許 B１の審査にあたり，
先願特許 Aを引用した場合，明らかに先願特許 Aと後願特許 B１は技術的な関連を有しているので，
審査官引用は関連発明発生（関連特許出願）の「事後報告」という性質を持っている。
問題は，先願特許 Aの公開時点と後願特許 B１の出願時点の関係にある。後願特許 B１のように，




















































































































































































































































































出願年 １９６４ １９６５ １９６６ １９６７ 合計
１９７１ １ １ １ １ ４
１９７２ ０ １ ３ ３ ７
B．関連特許出願数のカウント
出願年 １９６４ １９６５ １９６６ １９６７ 合計
１９７１ ０．５ ０．５ １ １ ３





































































基本統計量 平均 標準偏差 最小 最大
関連特許出願数 ct,ths １９８７．０６ ２４８８．３８ ０．１７ １４１５７．７８
公開特許数 a １４１７３４．８０ ７３０５１．３３ ３８３８４ ２９７０４８
出願からの経過年数 hs １７．１１ ９．１６ １ ３８
































lnδ α β γ
８．１４０ ＊＊ １．２０９ ＊＊ ０．１４２ ＊＊ ０．７８９ ＊＊

































































誘発特許出願数の経時的振る舞いは，公開率 ρ，出願・公開ラグ h，公開弾力性 α，陳腐化率を
規定するパラメータ β，流布率を規定するパラメータ γ，誘発年効果 ψ の組合せによって様々な経




（９）式から明らかなように，公開率 ρ の向上は l 年に誘発される関連特許出願数を増加させ，そ
の効果は公開弾力性 α が大きいほど強い。一方，出願・公開ラグ h の短縮は誘発時間分布に影響



































































Romer（１９９０）の内生的成長モデルでは，研究開発に投入される労働力 n と技術知識の生産量 p
との間に次のような関係が仮定される。
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